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上野みえこ 

（中央区） 

いせり栄次 

（東区） 

市の説明「合併特例債活用の交付税措置で市の負担は 255 億円」は、 ごまかし 

庁舎建替え費用、市の実質的負担は「614 億円＋α」 

市長答弁で「地方交付税」は、事業の財源でないことがわかりました 

 上野みえこ議員は一般質問で

「歳出予算における総事業費の

財源内訳」を質しました。市長

が答弁した庁舎建替え費用の財

源内訳は、右表のとおりです。 

市長答弁では、地方交付税は事

業の財源に入っておらず、「「交付

税措置で市負担が 255 億円」と

いう市の説明はごまかしです。  

 

 

 

 

地方交付税は、すべての市民サービスの財源 
 

前代未聞の「616 億円＋α」、孫子の代までの借金払い 「総事業費の財源内訳」に、地方交付税は入りません 

【
控
室
か
ら
】 

現
代
に
生
き
る
思
想
小
楠
に
学
ぶ 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

い
せ
り
栄
次 

 

初
秋
の
９
月
８
日
、
四
時
軒
に
お
い
て
「
横
井
小
楠
で

つ
な
が
る
」
福
井
市
と
姉
妹
都
市
３
０
周
年
を
記
念
し
て

の
行
事
が
開
催
さ
れ
参
加
し
ま
し
た
。
光
岡
和
隆
横
井
小

楠
顕
彰
会
会
長
か
ら
「
横
井
小
楠
が
つ
な
ぐ
熊
本
藩
と
福

井
藩
」
と
題
し
て
小
楠
の
思
想
や
生
き
様
が
紹
介
さ
れ
秋

津
の
地
か
ら
こ
の
よ
う
に
優
れ
た
人
物
が
排
出
さ
れ
た

こ
と
に
感
銘
を
受
け
ま
し
た
。 

 

小
楠
は
当
時
と
し
て
は
珍
し
く
先
見
の
明
が
あ
る
思

想
家
で
一
貫
し
て
「
国
を
治
む
る
は
民
の
た
め
」
と
庶
民

の
立
場
に
立
っ
た
考
え
を
広
め
ま
す
。
開
国
論
者
で
「
大

義
を
四
海
に
」
と
平
和
主
義
者
で
も
あ
り
ま
し
た
。 

 

い
ま
、
平
和
が
脅
か
さ
れ
る
中
、
こ
の
意
志
を
引
き
継

ぎ
軍
備
拡
大
に
走
る
自
公
政
権
の
転
換
の
た
め
に
奮
闘

し
た
い
と
思
い
ま
す
。 

 

大
変
暑
か
っ
た
の
で
す
が
、
地
域
か
ら
も
沢
山
参
加
さ

れ
講
演
の
あ
と
は
民
謡
と
三
味
線
の
演
奏
な
ど
大
い
に

楽
し
み
ま
し
た
。 

 
十
月
に
は
琴
の
演
奏
会
が
開
催
さ
れ
る
予
定
で
す
。
皆

さ
ん
も
沼
山
津
に
あ
る
四
時
軒
を
一
度
訪
れ
て
み
ま
せ

ん
か
。 

     

ビスを滞りなく提供するために

国からくる税金で、財源にも、交

付額にも規定があり、際限なく来

るものではありません。大型ハコ

モノ優先で使えば、他の市民サー

ビスに影響します。 

市長の答弁で明らかになった 

【庁舎建替え費の財源内訳】 

 市債    554億円 

 一般財源  60億円 

 国庫支出金 2億円    

  合計   616億円 

＊実質的な市の負担 614 億円  

 

 

国の支出金はわずか 2億円で、

市の実質的負担は、国庫支出金

を引いた「「614 億円＋α」です。 

地方交付税は、熊本市が、74万人

規模での標準的な市民サービス提

供に必要な費用に対し、市税等の市

が独自に確保できる収入で足りな

い分を、国が補填するものです。 

福祉や教育・子育て等の市民サー 

 

 

 

 

 

 これまで事業費に「＋α」が

付いたことはなく、異例です。 

地方財政法は、「「地方公共団体

の経費は、必要かつ最少の限度

を超えて支出してはならない」

と定めています。必要最小限に

抑えるべき事業費がどんどん増

える「＋α」の記載は脱法行為 

 

 

 

 

です。どれだけ増えるかわから

ない事業費を市民に押し付ける

ことは、絶対に認められません。 

 また、借金の元利償還総額は

629 億円で、返済完了は 2053 年

です。最高時は、年間 37億円の

返済額で、30年先の孫子の代ま

で借金払いが続きます。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下水涵養域面積をさらに減らす「TSMC第3工場」の誘致は中止を！ 

 ・・・一般質問で上野みえこ議員は、TSMC第 3工場熊本進出と地下水等の問題について質しました・・・ 

汚染対策では、排出規制と情報公開が決定的に重要 「第 3 工場」誘致による涵養域面積減少の影響は甚大 

建設労働者の雇用環境確保も重要な課題 

日本共産党熊本市議会だより 2024 年 9 月 22 日号（№1383） 

枯渇対策では、地下水の将来予測を公表すべき 

 汚染対策では、JASM「 が民間

企業ということもあって、知り

たい情報がなかなか公表されて

おらず、地下水への影響や不安

は残されたままです。 

 上野みえこ議員は、JASM 第

１・第２工場はじめ、今後立地

稼働する半導体工場での PFAS

をはじめとする有害物質の徹底 

  

 

 

 

した排出規制と情報公開を求め

ました。 

 それに対し市長は、「「JASMで

使用される有害物質について

は、どのような物質が使用され

るのかも含めて、詳細に把握し

ていない」と無責任な答弁をし

ました。これでは、74万市民の

「いのちの水」は守れません。 

 

急ピッチで進む工場建設には

熊本市内からも多くの建設関係

労働者が駆り出されています。  

しかし、現場を知る建設労働

者から、適切な労働環境が確保

されているのか、労働環境の面

で懸念する声があります。 

現地における労働者の実態を

把握し、適切な環境のもとに安

全な工事が行われるよう、市が 

 

 

 

現状を把握し、関係機関と連携

を図っていく必要があります。 

 上野議員の質問に、市長は「建

設関係労働者が適切な環境のも

と、安全に就労できるよう、国

県と連携を図る」と答弁しまし

た。そのためには現状をしっか

り掴むべきです。 

 党市議団としても、市の対応

をしっかり見守っていきます。 

 

地下水の枯渇では、県と市が

協力して地下水の将来予測を行

い、公表することが必要です。 

そのためにも、JASM第２工 

場の取水量を明らかにさせ、第

１・第２両工場で１００％の再

利用を求め、実行させるべきで

はないでしょうか。 

 

JASM 第１工場・第２工場だ

けでも開発面積は 53万㎡です。

53 ㌶の開発で涵養量が年間 73

万㎥失われます。加えて、第１工

場の年間取水量は約 310 万㎥

で、両方の影響は年間 400 万㎥

を上回り、必要な涵養域面積は

300 ㌶以上と思われます。 

これに「第 3工場」が加われ

ばどうなるでしょうか。こうし

た涵養域面積減少と地下水への

影響を踏まえるならば、第３工

場誘致は踏みとどまり、高遊原

台地や熊本市東部地域の大規模

な開発は抑制すべきです。 

 

 

 

 

 JASM 第１工場の稼働が目前

となり、その隣接地で敷地32万

平方メートルに第２工場建設が

造成中です。 

県知事は JASM第３工場誘致

に積極的ですが、浸透能が高い

地下水涵養域の高遊原に第３工

場を誘致すれば、取水と開発の

両面から地下水に深刻な影響を

及ぼすと、専門家は指摘してい

ます。 

 

 

 

 


